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経営事項審査の一部改正７月１日より施行

○ 許可申請書に保険加入状況を記載
     今回の経審の改正と伴い、平成24年11月より、許可申請書に保険加
入状況を記載した書面の添付が必要となります。
    建設業の許可・更新の申請時に、新たに保険加入状況を記載した書
面を提出。国・都道府県の建設業担当部局は、申請者の保険加入状況
を確認し、未加入であることが判明した企業に対しては加入指導を実
施します。
○ 施工体制台帳に保険加入状況の記載
     平成24年11月より、施工体制台帳に、保険加入状況の記載が必要と
なります。
     施工体制台帳に、特定建設業者及び下請企業の保険加入状況を記
載します。また、下請企業には、再下請企業の保険加入状況を特定建設
業者に通知することになります。国・都道府県の建設業担当部局は、営
業所への立入検査による保険加入状況の確認を行うとともに工事現場
への立入検査による施工体制台帳等の確認を行い、元請企業による下
請企業への指導状況の確認を実施します。
■ 改正で影響がでる企業は
    私共、日本コンサルタントグループが独自に集計した平成22年の経
審申請企業約15万社において、雇用保険未加入企業は約12000社で
全体の8.0%、健康保険及び厚生年金保険未加入企業は約15000社で
全体の10.0%を占めています。今回の改正は、これらの企業が点数の
減点に繋がります。各3保険に全て加入もしくは適用除外の企業は点
数に変化はありませんので安心してください。

 

■  経審の社会性等（労働福祉の状況）が一部改正
     5月1日付けで国土交通省より経営事項審査（以下、経審と略す）の
改正の告示がありました。改正の内容は、保険未加入企業への減点
措置の厳格化ということです。具体的には下記の通りとなります。

     経審制度のその他の審査項目（社会性等）W評点の労働福祉の状
況は、５つの労働福祉の項目がありますが、その中の「健康保険及
び厚生年金保険」の加入の有無で評価していたものを「健康保険」と
「厚生年金保険」に分け、「雇用保険」と合わせ3つの保険に対して加
入の有無を評価することになります。さらに、点数に関しては現行経
審でこれらの保険に未加入のとき各減点30点であったものが、改正
経審では各減点40点となります。

    仮に全て保険に未加入のとき現行経審では30点×2=60点の減点
が、改正経審では40点×3=120点の減点となり現行経審より60点多
く減点されることになります。保険の60点減点は、総合評定値P点に
換算すると85～86点の減点となり大きくP点を下げることになります。

    今回の経審改正の背景には、建設産業において下請企業を中心
に、雇用、医療、年金保険について法定福利費を適正に負担しない
企業（すなわち保険未加入企業）が存在することから、技能労働者の
公的保証がされず、若年入職者減少の一因になっているほか、関係
法令を遵守して適性に法定福利費を負担する企業ほど競争上不利
となるという状況が生じているためです。

■ 経審博士11、経審博士11+Formのリリースに関して
    ７月1日の経審改正に伴い経審博士のバージョンアップ版である
経審博士11と経審博士11+Formを６月14日にリリース致します。
    今回改正は、その他の審査項目（社会性等）の一部改正ですので、既
に経審博士10、経審博士10+Formをご購入頂いたお客様にはバージ
ョンアップ費用を抑えてご提供させて頂きます。
    
  経審博士11シリーズは、注文後お振込み確認が取れしだいに6月14
日（木）より順次、メールで送付致します。

■ 「経審博士メンバーズ」の新しいサービスに関して
    新しいサービスとして「経審博士メンバーズ」会員の方は、経審を申請し
ている全ての企業に関して経営状況分析が可能なシステムを開発中です。
    経審の経営状況の分析や経審で使用する勘定科目や従業員数等
の経営状況以外の項目を含めた新たな分析システム、近年の倒産し
た建設企業の経審データより求めた倒産危険度システムなどを分析
することができます。
   当システムでは、経審申請の全ての企業（15万5千社）の分析結果を
確認することができます。・・・[ 有料サービス ]
   ※ 6月下旬から7月上旬より詳細をご案内致します。

この経審博士ニュースは日本コンサ
ルタントグループの販売時期のもの
を掲載しております。


